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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ
いては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。  
４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して
おりません。 

  

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第44期 
第２四半期 
累計期間 

第45期 
第２四半期 
累計期間 

第44期 
第２四半期 
会計期間 

第45期 
第２四半期 
会計期間 

第44期 

会計期間 
  

自平成22年 
２月１日 
至平成22年 
７月31日 

自平成23年 
２月１日 
至平成23年 
７月31日 

自平成22年 
５月１日 
至平成22年 
７月31日 

自平成23年 
５月１日 
至平成23年 
７月31日 

自平成22年 
２月１日 
至平成23年 
１月31日 

売上高 （千円）  103,868,635  104,005,947  50,512,035  51,372,398  209,758,046

経常利益 （千円）  11,842,634  10,073,262  5,494,704  4,997,928  23,503,158

四半期（当期）純利益 （千円）  6,530,495  5,914,972  3,039,267  2,938,871  13,884,756

持分法を適用した場合の
投資利益 

（千円）  －  －  －  －  －

資本金 （千円） － －  3,298,500  3,298,500  3,298,500

発行済株式総数 （株） － －  28,562,280  28,562,280  28,562,280

純資産額 （千円） － －  41,272,042  52,540,359  47,908,883

総資産額 （千円） － －  98,411,235  123,840,641  112,848,861

１株当たり純資産額 （円） － －  1,444.99  1,839.51  1,677.35

１株当たり四半期（当
期）純利益金額 

（円）  228.64  207.09  106.41  102.89  486.12

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益
金額 

（円）  －  －  －  －  －

１株当たり配当額 （円）  25  35  25  35  70

自己資本比率 （％） － －  41.94  42.43  42.45

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円）  △5,250,165  284,884 － －  △9,665,009

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円）  △385,437  △320,119 － －  △1,059,544

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円）  △2,074,125  4,886,502 － －  1,264,219

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高 

（千円） － －  23,079,737  26,180,398  21,329,131

従業員数 （人） － －  908  987  975
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当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 
  

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 
  

提出会社の状況 

（注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社
からの派遣社員、実習生、研修生等を含む。）は、当第２四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載して
おります。 

  

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

平成23年７月31日現在

従業員数（人） ( ) 987 48
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(1）生産実績 
 当第２四半期会計期間の生産実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は販売価格によっております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2）受注状況 
 当社は見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

  
(3）販売実績 
 当第２四半期会計期間の販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 
また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
  

第２【事業の状況】 
１【生産、受注及び販売の状況】 

 セグメントの名称 

当第２四半期会計期間 
（自 平成23年５月１日 
至 平成23年７月31日）  前年同四半期比 

（％）  
件数  金額（千円） 

戸建分譲 棟 1,955  49,410,325  －

マンション分譲 戸 137  4,812,426  －

請負工事 件 961  1,337,206  －

合 計  －  55,559,957  －

 セグメントの名称 

当第２四半期会計期間 
（自 平成23年５月１日 
至 平成23年７月31日）  前年同四半期比 

（％）  
件数  金額（千円） 

１．戸建分譲       

(1)建売分譲 棟 1,689  42,810,056  －

(2)土地売分譲 区画 81  2,102,360  －

２．マンション分譲 戸 140  4,882,069  －

３．請負工事 件 951  1,218,322  －

報告セグメント計     －  51,012,807  －

４．その他  －  359,591  －

合 計  －  51,372,398  －

２【事業等のリスク】 

３【経営上の重要な契約等】 
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文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成23年９月12日）現在において当社が判断したものであり
ます。 
  
(1）業績の状況 
当第２四半期会計期間（平成23年５月１日～平成23年７月31日）におけるわが国経済は、東日本大震災で打撃を
受けた生産設備やサプライチェーンの復旧により、企業の生産活動が回復する一方、米国・欧州をはじめとする世
界経済の停滞懸念や長引く円高の影響を受けるなど、先行き不透明な状況で推移しております。 
不動産業界におきましては、雇用や所得環境の低迷などにより、消費マインドの回復にはまだ時間を要すると思
われ、また当社の主力事業であります戸建分譲事業におきましては、新設住宅着工戸数の増加に伴い供給戸数も増
加し、他社との競争が厳しい環境にあります。 
このような情勢の中、当社におきましては、徹底した原価管理と品質向上に努め、より多くのお客様に高品質の

住宅を低価格で供給することに注力してまいりました。この結果、当第２四半期会計期間の売上高は 千
円（前年同四半期比1.7％増）、営業利益は 千円（同7.8％減）、経常利益は 千円（同9.0％
減）、四半期純利益は 千円（同3.3％減）となりました。  
セグメント別販売実績は、次のとおりになります。  
なお、第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平 
成21年3月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 
平成20年3月21日）を適用したため、各セグメントの対前年同四半期との金額比較は記載しておりません。 
   

  
(2）財政状態の状況 
当第２四半期会計期間末における総資産につきましては、前事業年度末に比べ10,991,780千円増加し、
123,840,641千円となりました。 
これは、現金及び預金が4,851,267千円増加したこと、およびマンション事業用地の取得を積極的に行ったことに
より、たな卸資産が6,404,154千円増加したことが主因であります。 
負債合計におきましては、前事業年度末に比べ6,360,304千円増加し、71,300,282千円となりました。これは事業
用地の取得に伴う借入金6,371,800千円の増加、マンション等における建築代金の支払により支払手形が1,269,343千
円増加したこと、一方で、当事業年度は中間仮納付の金額が少ないことにより未払法人税等が1,146,895千円減少し
たことによります。 
純資産につきましては、四半期純利益計上等により前事業年度末に比べ4,631,475千円増加し、52,540,359千円と
なりました。 
  
(3）キャッシュ・フローの状況 
当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、26,180,398千円とな
り、第１四半期会計期間末に比べ、7,482,931千円増加しております。 
当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
税引前四半期純利益4,996,008千円等の資金を獲得したことにより、営業活動で獲得した資金は6,570,194千円（前
年同四半期比88.5％増）となりました。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資有価証券の取得による支出55,314千円、有形固定資産の取得による支出80,411千円等により、投資活動で使用
した資金は161,602千円（前年同四半期比73.0％減）となりました。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
事業用地取得の増加に伴う借入金の純増1,091,300千円等により、財務活動で獲得した資金は1,074,340千円（前年
同四半期比6.7％減）となりました。 
  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

51,372,398
5,151,944 4,997,928

2,938,871

 セグメントの名称 金  額 内  容 

戸建分譲事業 千円 44,912,416
建売分譲 棟 千円、土地分譲 区画

千円 
1,689 42,810,056 81

2,102,360

マンション分譲事業 千円 4,882,069 マンション分譲 戸  140

請負工事事業 千円 1,218,322
規格型注文住宅 棟 千円、分譲住宅の販売に伴う
追加工事及びオプション工事 件 千円 

81 933,714
870 284,608

その他 千円 359,591 分譲住宅販売時に付随して発生するサービスの提供等 
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 
当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。  

  
(5）研究開発活動 
該当事項はありません。   
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(1）主要な設備の状況 
当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  
(2）設備の新設、除却等の計画 
当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい
て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり
ません。 

  

第３【設備の状況】 
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①【株式の総数】 

  
②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。   
  

該当事項はありません。 
  

  

第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  102,249,100

計  102,249,100

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成23年７月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成23年９月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  28,562,280  28,562,280

大阪証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 
（スタンダード）  

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら
限定のない当社の標
準となる株式であり
ます。 
なお、１単元の株式
数は100株でありま
す。  

計  28,562,280  28,562,280 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成23年５月１日～ 
平成23年７月31日 

 －  28,562,280  －  3,298,500  －  3,208,500
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①【発行済株式】 

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式18株が含まれております。  
   

（６）【大株主の状況】 
平成23年７月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 
の割合（％） 

有 限 会 社 樹 商 事 東京都西東京市柳沢1-6-3  10,800,000  37.81

飯 田 一 樹 東京都杉並区  1,400,000  4.90

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 
（常任代理人 資産管理サービス信
託銀行株式会社） 

東京都千代田区内幸町1-1-5  
（東京都中央区晴海1-8-12） 

 1,200,000  4.20

株 式 会 社 飯 田 産 業 東京都武蔵野市境2-2-2  1,200,000  4.20

小 泉 公 善 東京都立川市  856,500  3.00

飯 田 和 美 東京都杉並区  856,000  3.00

飯 田 一 男 東京都杉並区  578,210  2.02

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 
信託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海1-8-11  573,400  2.01

ザ チェース マンハッタン バン
ク エヌエイ ロンドン エス エ
ル  オムニバス  アカウント 
（常任代理人 株式会社みずほコー
ポレート銀行決済営業部） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET 
LONDON EC2P 2HD，ENGLAND  
（東京都中央区月島4-16-13） 

 557,288  1.95

有 限 会 社 皇 泉 東京都立川市幸町5-98-10  520,000  1.82

計 －  18,541,398  64.92

（７）【議決権の状況】 

  平成23年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       100 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   28,560,100  285,601 － 

単元未満株式 普通株式      2,080 － － 

発行済株式総数  28,562,280 － － 

総株主の議決権 －  285,601 － 
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②【自己株式等】 

  
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】  

（注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。 
  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
  

  平成23年７月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

一建設株式会社 
東京都練馬区石神井町 
二丁目26番11号 

 100  －  100  0.00

計 －  100  －  100  0.00

２【株価の推移】 

月別 平成23年２月 平成23年３月 平成23年４月 平成23年５月 平成23年６月 平成23年７月 

最高（円）  2,870  2,770  2,120  2,095  2,183  2,480

最低（円）  2,611  1,482  1,675  1,778  1,967  2,112

３【役員の状況】 
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１．四半期財務諸表の作成方法について 
当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63
号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 
なお、前第２四半期会計期間（平成22年５月１日から平成22年７月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成22
年２月１日から平成22年７月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成
23年５月１日から平成23年７月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成23年２月１日から平成23年７月31日ま
で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成22年５月１日から平成
22年７月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成22年２月１日から平成22年７月31日まで）に係る四半期財務諸
表並びに当第２四半期会計期間（平成23年５月１日から平成23年７月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成23
年２月１日から平成23年７月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビ
ューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 
当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第５【経理の状況】 
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成23年７月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成23年１月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 30,180,507 25,329,239 
販売用不動産 17,167,718 14,852,637 
仕掛販売用不動産 58,910,753 56,721,348 
未成工事支出金 7,945,712 6,046,044 
その他 3,448,156 3,804,312 
流動資産合計 117,652,848 106,753,582 

固定資産   
有形固定資産 ※1  4,296,243 ※1  4,299,795 

無形固定資産 409,850 460,663 
投資その他の資産 ※2  1,481,698 ※2  1,334,820 

固定資産合計 6,187,793 6,095,279 

資産合計 123,840,641 112,848,861 
負債の部   
流動負債   
支払手形 6,294,932 5,025,588 
支払信託 7,277,527 7,192,980 
工事未払金 9,985,876 10,135,567 
短期借入金 34,234,200 28,502,400 
1年内償還予定の社債 400,000 400,000 
1年内返済予定の長期借入金 2,195,000 － 
未払法人税等 4,180,743 5,327,638 
賞与引当金 295,497 287,037 
その他 4,157,063 4,122,369 
流動負債合計 69,020,839 60,993,582 

固定負債   
社債 － 200,000 
長期借入金 857,000 2,412,000 
退職給付引当金 1,253,119 1,168,546 
保証工事引当金 155,848 151,633 
その他 13,474 14,215 
固定負債合計 2,279,442 3,946,395 

負債合計 71,300,282 64,939,977 
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成23年７月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成23年１月31日) 

純資産の部   
株主資本   
資本金 3,298,500 3,298,500 
資本剰余金 3,208,500 3,208,500 
利益剰余金 46,030,737 41,401,062 
自己株式 △287 △287 

株主資本合計 52,537,450 47,907,774 
評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 2,909 1,109 
評価・換算差額等合計 2,909 1,109 

純資産合計 52,540,359 47,908,883 

負債純資産合計 123,840,641 112,848,861 
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（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年７月31日) 

売上高 103,868,635 104,005,947 
売上原価 85,201,971 86,414,423 
売上総利益 18,666,664 17,591,523 
販売費及び一般管理費 ※  6,640,870 ※  7,255,593 

営業利益 12,025,793 10,335,929 
営業外収益   
受取利息 7,230 4,894 
受取配当金 835 877 
受取違約金 25,678 24,455 
採納助成金 2,123 4,428 
その他 10,123 14,483 
営業外収益合計 45,990 49,139 

営業外費用   
支払利息 202,255 261,244 
その他 26,894 50,562 
営業外費用合計 229,149 311,807 

経常利益 11,842,634 10,073,262 
特別損失   
固定資産除却損 1,034 1,934 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 31,334 
特別損失合計 1,034 33,268 

税引前四半期純利益 11,841,599 10,039,993 

法人税等 5,311,103 4,125,020 
四半期純利益 6,530,495 5,914,972 
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【第２四半期会計期間】 
（単位：千円）

前第２四半期会計期間 
(自 平成22年５月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期会計期間 
(自 平成23年５月１日 
 至 平成23年７月31日) 

売上高 50,512,035 51,372,398 
売上原価 41,627,006 42,591,958 
売上総利益 8,885,028 8,780,440 
販売費及び一般管理費 ※  3,295,031 ※  3,628,496 

営業利益 5,589,997 5,151,944 
営業外収益   
受取利息 1,553 1,632 
受取配当金 835 877 
受取違約金 19,201 6,600 
採納助成金 1,028 1,270 
その他 4,247 9,643 
営業外収益合計 26,866 20,023 

営業外費用   
支払利息 102,093 143,565 
その他 20,065 30,473 
営業外費用合計 122,159 174,039 

経常利益 5,494,704 4,997,928 
特別損失   
固定資産除却損 225 1,919 
特別損失合計 225 1,919 

税引前四半期純利益 5,494,479 4,996,008 
法人税等 2,455,212 2,057,137 
四半期純利益 3,039,267 2,938,871 
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税引前四半期純利益 11,841,599 10,039,993 
減価償却費 145,727 186,932 
引当金の増減額（△は減少） 169,006 94,984 
受取利息及び受取配当金 △8,065 △5,771 
支払利息及び社債利息 202,255 261,244 
固定資産除却損 1,034 1,934 
たな卸資産の増減額（△は増加） △9,592,091 △6,407,020 
前渡金の増減額（△は増加） 906,527 379,631 
未払消費税等の増減額（△は減少） △97,654 △88,764 
その他の流動資産の増減額（△は増加） △190,355 36,848 
仕入債務の増減額（△は減少） △1,355,768 1,204,199 
その他の流動負債の増減額（△は減少） 94,535 △300,517 
前受金の増減額（△は減少） 272,711 403,025 
その他 91,290 201 
小計 2,480,752 5,806,919 
利息及び配当金の受取額 7,088 4,742 
利息の支払額 △201,933 △276,402 
法人税等の支払額 △7,536,073 △5,250,374 

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,250,165 284,884 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
定期預金及び定期積金の預入による支出 △2,960,000 △2,660,000 
定期預金及び定期積金の払戻による収入 2,960,000 2,660,000 
投資有価証券の取得による支出 △158,125 △147,170 
有形固定資産の取得による支出 △158,155 △169,468 
無形固定資産の取得による支出 △400 － 
その他 △68,755 △3,480 

投資活動によるキャッシュ・フロー △385,437 △320,119 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） 784,700 5,731,800 
長期借入れによる収入 － 640,000 
長期借入金の返済による支出 △945,000 － 
社債の償還による支出 △200,000 △200,000 
自己株式の取得による支出 △88 － 
配当金の支払額 △1,713,736 △1,285,297 

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,074,125 4,886,502 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,709,728 4,851,267 

現金及び現金同等物の期首残高 30,789,465 21,329,131 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  23,079,737 ※  26,180,398 
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第２四半期累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年７月31日） 

会計処理基準に関する事項の変更  資産除去債務に関する会計基準の適用 
 第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会
計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用
しております。  
 なお、これによる営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える
影響は軽微であります。 

【簡便な会計処理】 

  
当第２四半期累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年７月31日） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法  繰延税金資産の回収可能性の判断に関しましては、前事業年度末以降に
経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められ
るため、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラン
ニングを使用する方法によっております。 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  
当第２四半期累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年７月31日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当
期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前
四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっておりま
す。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】 
（四半期貸借対照表関係） 

当第２四半期会計期間末 
（平成23年７月31日） 

前事業年度末 
（平成23年１月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円
であります。 

1,339,731 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円
であります。 

1,238,915

※２ 資産の金額から直接控除されている貸倒引当金の額 ※２ 資産の金額から直接控除されている貸倒引当金の額 
投資その他の資産 千円26,044 投資その他の資産 千円28,308

（四半期損益計算書関係） 

前第２四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年７月31日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年７月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。 

販売手数料 千円2,793,618
従業員給与及び手当 千円1,233,972
賞与引当金繰入額 千円167,541

販売手数料 千円2,860,816
従業員給与及び手当 千円1,383,966
賞与引当金繰入額 千円188,397

前第２四半期会計期間 
（自 平成22年５月１日 
至 平成22年７月31日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成23年５月１日 
至 平成23年７月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。 

販売手数料 千円1,325,794
従業員給与及び手当 千円644,646
賞与引当金繰入額 千円167,541

販売手数料 千円1,426,515
従業員給与及び手当 千円698,473
賞与引当金繰入額 千円188,397

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第２四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年７月31日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年７月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年７月31日現在）
（千円）

現金及び預金勘定 26,879,829
預入期間が３ヶ月を超える定期預金
及び定期積金 △3,800,092

現金及び現金同等物 23,079,737

（平成23年７月31日現在）
（千円）

現金及び預金勘定 30,180,507
預入期間が３ヶ月を超える定期預金
及び定期積金 △4,000,108

現金及び現金同等物 26,180,398
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当第２四半期会計期間末（平成23年７月31日）及び当第２四半期累計期間（自 平成23年２月１日 至 平成23
年７月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数 
普通株式         28,562,280株 

  
２．自己株式の種類及び株式数 
普通株式             118株 

  
３．新株予約権等に関する事項 
 該当事項はありません。 

  
４．配当に関する事項 
（1）配当金支払額   

  
（2）基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後

となるもの  

  
５．株主資本の著しい変動に関する事項 
 該当事項はありません。 
  

（金融商品関係） 
当第２四半期会計期間末（平成23年７月31日） 
社債が会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認
められます。 

（注）金融商品の時価の算定方法 
社債  
変動金利によるものは、短期内での市場金利を反映することから、時価は帳簿価額と近似していると考え
られるため、当該帳簿価額によっております。  
  

当第２四半期会計期間末（平成23年７月31日） 
 有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。 

  

当第２四半期会計期間末（平成23年７月31日） 
 該当事項はありません。 
  

（株主資本等関係） 

（決 議） 株式の種類 配当金の総額 （千円） 

１株当たり 
の配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年３月24日 
取締役会  

普通株式   1,285,297   45 平成23年１月31日 平成23年４月25日 利益剰余金 

（決 議） 株式の種類 配当金の総額 （千円） 

１株当たり 
の配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年９月６日 
取締役会  

普通株式   999,675   35 平成23年７月31日 平成23年10月11日 利益剰余金 

  
四半期貸借対照表計上額 

（千円） 
 時価（千円） 差額（千円） 

 社債 
（１年内償還予定を含む） 

 400,000  400,000  －

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 
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前第２四半期累計期間（自 平成22年２月１日 至 平成22年７月31日）及び当第２四半期累計期間（自 平成
23年２月１日 至 平成23年７月31日） 
 該当事項はありません。 

  
前第２四半期会計期間（自 平成22年５月１日 至 平成22年７月31日）及び当第２四半期会計期間（自 平成
23年５月１日 至 平成23年７月31日） 
 該当事項はありません。 

  

当第２四半期会計期間（自 平成23年５月１日 至 平成23年７月31日） 
 該当事項はありません。 

  

当第２四半期会計期間（自 平成23年５月１日 至 平成23年７月31日） 
 該当事項はありません。 
   

（資産除去債務関係） 
当第２四半期会計期間末（平成23年７月31日） 
当第２四半期会計期間末における資産除去債務は、前事業年度の末日と比較して著しい変動が認められませ
ん。 

  

（持分法損益等） 

（ストック・オプション等関係） 

（企業結合等関係） 
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１．報告セグメントの概要  
当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経
営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 
当社は主に戸建分譲事業、マンション分譲事業及び請負工事事業を行っており、取り扱う製品について国
内の包括的な戦略を立案し、製品別に事業活動を展開しております。従いまして当社は、「戸建分譲事
業」、「マンション分譲事業」、「請負工事事業」の３つを報告セグメントとしております。 
「戸建分譲事業」は、建売分譲、土地分譲を行っております。また、「マンション分譲事業」はマンショ
ン分譲を、「請負工事事業」は戸建住宅の建築請負、分譲住宅の販売に伴う追加工事及びオプション工事を
行っております。 
   
２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  
 当第２四半期累計期間（自 平成23年２月１日 至 平成23年７月31日）           

                                               （単位：千円）

      （注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、分譲住宅販売時に付随
          して発生するサービスの提供等を含んでおります。 

２.セグメント利益は、経常利益と一致しております。 
  
       当第２四半期会計期間（自 平成23年５月１日 至 平成23年７月31日） 
                                               （単位：千円）

   （注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、分譲住宅販売時に付随
して発生するサービスの提供等を含んでおります。 

２.セグメント利益は、経常利益と一致しております。 
  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  
 該当事項はありません。 

  
（追加情報） 
第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21
年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 
平成20年３月21日）を適用しております。 

  
（賃貸等不動産関係） 

（セグメント情報等） 
【セグメント情報】 

  報告セグメント 

その他 
(注)１ 

合計 調整額 
四半期損益 
計算書計上額 
(注)２  

戸建 
分譲事業 

マンション 
分譲事業 

請負工事 
事業 

計 

売上高 

外部顧客 
への売上高 

 91,906,017  8,769,712  2,587,893  103,263,623  742,323  104,005,947  －  104,005,947

計  91,906,017  8,769,712  2,587,893  103,263,623  742,323  104,005,947  －  104,005,947

セグメント
利益 

 7,313,154  1,710,908  360,873  9,384,936  688,326  10,073,262  －  10,073,262

  報告セグメント 

その他 
(注)１ 

合計 調整額 
四半期損益 
計算書計上額 
(注)２  

戸建 
分譲事業 

マンション 
分譲事業 

請負工事 
事業 

計 

売上高 

外部顧客 
への売上高 

 44,912,416  4,882,069  1,218,322  51,012,807  359,591  51,372,398  －  51,372,398

計  44,912,416  4,882,069  1,218,322  51,012,807  359,591  51,372,398  －  51,372,398

セグメント 
利益 

 3,449,383  1,058,033  158,348  4,665,764  332,164  4,997,928  －  4,997,928
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当第２四半期会計期間末（平成23年７月31日） 
賃貸等不動産の総額が重要性に乏しいため、注記を省略しております。  
  

 １．１株当たり純資産額 

  
２．１株当たり四半期純利益金額 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
   ２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
   ２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

当第２四半期会計期間（自 平成23年５月１日 至 平成23年７月31日） 
 該当事項はありません。 

  

当第２四半期会計期間（自 平成23年５月１日 至 平成23年７月31日） 
 リース取引開始日が平成21年１月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について、引き続き通常
の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、リース取引残高に前事業年度末に比べて著しい
変動が認められないため、記載しておりません。 
  

（１株当たり情報） 

当第２四半期会計期間末 
（平成23年７月31日） 

前事業年度末 
（平成23年１月31日） 

１株当たり純資産額 円1,839.51 １株当たり純資産額 円1,677.35

前第２四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年７月31日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年７月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円228.64 １株当たり四半期純利益金額 円207.09

  
前第２四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年７月31日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年７月31日） 

四半期純利益（千円）  6,530,495  5,914,972
普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  6,530,495  5,914,972
普通株式の期中平均株式数（千株）  28,562  28,562

前第２四半期会計期間 
（自 平成22年５月１日 
至 平成22年７月31日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成23年５月１日 
至 平成23年７月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円106.41 １株当たり四半期純利益金額 円102.89

  
前第２四半期会計期間 
（自 平成22年５月１日 
至 平成22年７月31日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成23年５月１日 
至 平成23年７月31日） 

四半期純利益（千円）  3,039,267  2,938,871
普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  3,039,267  2,938,871
普通株式の期中平均株式数（千株）  28,562  28,562

（重要な後発事象） 

（リース取引関係） 
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平成23年９月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。  
(イ）中間配当による配当金の総額……………………999百万円 
(ロ）１株当たりの金額…………………………………35円00銭 
(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年10月11日 

  （注）  平成23年７月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。  

２【その他】 
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 該当事項はありません。 
  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

      平成22年９月13日

        

一建設株式会社       

取締役会 御中       

        

  新日本有限責任監査法人 

        

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 宮入 正幸  ㊞ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 柴田 憲一  ㊞ 

       

        

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている一建設株式

会社の平成22年２月１日から平成23年１月31日までの第44期事業年度の第２四半期会計期間（平成22年５月１日か

ら平成22年７月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年２月１日から平成22年７月31日まで）に係る四半期

財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財

務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認 

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、一建設株式会社の平成22年７月31日現在の財政状態、同日をもっ 

て終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フロ 

ーの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

      平成23年９月12日

        

一建設株式会社       

取締役会 御中       

        

  新日本有限責任監査法人 

        

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 井村 順子  ㊞ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 柴田 憲一  ㊞ 

       

        

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている一建設株式

会社の平成23年２月１日から平成24年１月31日までの第45期事業年度の第２四半期会計期間（平成23年５月１日か

ら平成23年７月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年２月１日から平成23年７月31日まで）に係る四半期

財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財

務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認 

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、一建設株式会社の平成23年７月31日現在の財政状態、同日をもっ 

て終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フロ 

ーの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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